
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人自動車事故対策機構（法人番号9010005006883）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　　

法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　当機構は、自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対する指導及び講習、自動車事
故による被害者に対し、その身体的又は財産的被害の回復に資する支援等を行うことにより、自動車事故
の発生の防止に資する業務等を行っている。その業務内容の公共性の高さに鑑み、役員報酬水準につ
いて独立行政法人通則法第50条の２第３項の規定の趣旨を踏まえ、当機構の業務実績を考慮し、役員の
職責に応じて国家公務員の給与水準を参考としている。

  ②  平成２７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容

特別手当（賞与）について、業績評価の結果を勘案の上、特別手当の算定基礎額にその役員の職務実
績に応じて100分の10の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額を支給することとしている。

役員報酬支給基準は、月額及び特別手当から構成されている。
月額については、独立行政法人自動車事故対策機構役員報酬規程（以下「役

員報酬規程」という。）に則り、理事長の本俸（886,000円）に、特別地域手当
（167,055円）及び通勤手当を加算して算出している。特別手当についても、役員
報酬規程に則り、特別手当基準額（本俸＋特別地域手当＋本俸×100分の25＋
本俸及び特別地域手当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計に、その者の
職務実績に応じて100分の10の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額)に、
６月に支給する場合は100分の147.5、12月に支給する場合は、100分の167.5を
乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた
割合を乗じて得た額としている。

平成27年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等に準拠し、
本俸について17,000円の引下げ、平成27年12月支給の特別手当支給率につい
て0.05月分の引上げを実施した。

なお、本俸については、経過措置により前年度額（903,000円）を支給した。

役員報酬支給基準及び算出方法は、法人の長に記載したものと同じ。
理事の本俸は732,000円、特別地域手当は138,010円としている。
平成27年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等に準拠し、本

俸について14,000円の引下げ、平成27年12月支給の特別手当支給率について
0.05月分の引上げを実施した。

なお、本俸については、経過措置により前年度額（746,000円）を支給した。

役員報酬支給基準及び算出方法は、法人の長に記載したものと同じ。
監事の本俸は、663,000円、特別地域手当は、122,655円としている。
平成27年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等に準拠し、

平成27年12月支給の特別手当支給率について0.05月分の引上げを実施した。

役員報酬支給基準は、役員報酬規程に則り、非常勤役員手当の月額
235,000円のみとしている。



２　役員の報酬等の支給状況
平成２７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,735 10,836 4,756 2,004 （特別地域手当）

139 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

14,719 8,952 3,929 1,656 （特別地域手当） H28.3.31 ◇
182 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,670 8,952 3,929 1,656 （特別地域手当） ◇
133 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,755 8,952 3,929 1,656 （特別地域手当） H28.3.31
218 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,175 8,028 3,521 1,485 （特別地域手当）

141 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

2,820 2,820 0 0

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「特別地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注３：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

その他（内容）

Ｃ理事

B監事
（非常勤）

就任・退任の状況
前職

A理事

Ａ監事

役名

法人の長

Ｂ理事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　監事

　監事
（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

監事は、当法人の業務運営の適正及び効率性並びに会計経理の適正の確保のため、

監査を行っている。

その報酬水準については、｢平成27年度人事院勧告資料（平成27年８月）参考資料３

役員報酬関係｣による国家公務員の給与及び民間企業の役員報酬と比較して概ね同水

準以下であることからも妥当であると考える。

理事は、理事長を補佐し、当法人が行う自動車の運行の安全の確保に関する事項

を処理する者に対する指導及び講習、自動車事故による被害者に対しその身体的又は

財産的被害の回復に資する支援等を行うことにより、自動車事故の発生の防止に資す

る業務を分担し、その所掌事項に関して職員を指揮監督している。

その報酬水準については、｢平成27年度人事院勧告資料（平成27年８月）参考資料３

役員報酬関係｣による国家公務員の給与及び民間企業の役員報酬と比較して概ね同水

準以下であることからも妥当であると考える。

理事長は、法人の代表として、その業務を総理し、法人経営に関する最終的な責任

と権限を有するものであるが、そのリーダーシップの下、当法人は自動車の運行の安全

の確保に関する事項を処理する者に対する指導及び講習、自動車事故による被害者

に対し、その身体的又は財産的被害の回復に資する支援等を行うことにより、自動車

事故の発生の防止に資する業務等を担っており、平成26年度の業務実績に関する評

価において中期目標における所期の目標を達成していると認められるとの評価（Ｂ評

価）も得ている。

その報酬水準については、｢平成27年度人事院勧告資料（平成27年８月）参考資料３

役員報酬関係｣による国家公務員の給与及び民間企業の役員報酬と比較して概ね同

水準以下であることからも妥当であると考える。

・本府省局長年間報酬額・・・17,291,000円

監事は、当法人の業務運営の適正及び効率性並びに会計経理の適正の確保のため、

監査を行っている。

その報酬水準については、｢平成27年度人事院勧告資料（平成27年８月）参考資料３

役員報酬関係｣による国家公務員の給与及び他の独立行政法人の非常勤役員報酬と比

較して概ね同水準以下であることからも妥当であると考える。

当法人の業務目的は、自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対

する指導及び講習、自動車事故による被害者に対しその身体的又は財産的被害の回

復に資する支援等を行うことにより、自動車事故の発生の防止に資するとともに、被害

者の保護を増進することである。

その業務内容に鑑みれば、Ⅰ-１-①に示された役員報酬水準の設定の考え方は、

国家公務員の給与及び民間企業の報酬基準を踏まえて定められており、適当である。

また、Ⅰ－２の報酬実績は報酬水準の設定の考え方に即しており、法人の実績評価

結果を鑑みても、法人の検証結果は適当である。



４　役員の退職手当の支給状況（平成２７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

4,776 5 0 H28.3.31 1.0（仮）

注１：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注２：理事の支給額は、当該役員が在籍した期間の業績勘案率が決定されていないため、「暫定的な

業績勘案率（1.0）」により算出している。

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人での在職期間

理事

判断理由

業績勘案率が確定していないため該当者なし

特別手当（賞与）については、業績評価の結果を勘案の上、特別手当の算定基礎額にその役員の職務実

績に応じて100分の10の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額を支給することとしており、今後も引き

続き実施していく。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２７年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

247 41.7 6,568 4,879 154 1,689
人 歳 千円 千円 千円 千円

247 41.7 6,568 4,879 154 1,689

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：在外職員、任期付職員、再任用職員、非常勤職員については、該当者がいないため省略。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

事務・技術

うち所定内
平成２７年度の年間給与額（平均）

総額
人員

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

うち賞与平均年齢

当法人においては、平成19年から勤務評価制度を導入しており、職員の能力・実績を適正に評価
し、昇給・昇格及び勤勉手当の支給に際して、職員の勤務成績等を考慮することとしている。

独立行政法人自動車事故対策機構職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（扶養手当、地域手当、

広域異動手当、管理職手当、本部業務調整手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、時間外勤務

手当、管理職特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当）としている。

期末手当については、期末手当基準額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当）に管理職加

算額及び役職加算額を加算し、６月に支給する場合においては100分の122.5、12月に支給する場合

においては100分の137.5を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応

じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋地域手当＋広域異動手当）に管理職加算額及び役

職加算額を加算し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じ、さ

らに勤勉手当の支給について別に定める勤務成績に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、平成27年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等を踏まえ、①俸給表につ

いて平均0.4%の引上げ、②地域手当の支給割合について0.5～2%の引上げ、③勤勉手当の支給率に

ついて0.1月分の引上げを実施した。

当機構は、自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対する指導及び講習、自動
車事故による被害者に対し、その身体的又は財産的被害の回復に資する支援等を行うことにより、自
動車事故の発生の防止に資する業務などを行っている。その業務内容の公共性の高さに鑑み、職
員給与支給基準については独立行政法人通則法第50条の10第３項の規定の趣旨を踏まえ、社会
一般的な情勢を適合させて決定することとしており、官民給与の正確な比較を行っている国家公務
員の人事院勧告に準拠し、国家公務員の給与水準を考慮しつつ、職員の給与水準を決定している。



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

本部マネージャー 5 53.5 10,118

本部スタッフ 6 27.2 3,832

注：「本部マネージャー」は本部課長相当職、「本部スタッフ」は本部係員相当職である。

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

61.0 61.0 61.0

％ ％ ％

39.0 39.0 39.0

％ ％ ％

         最高～最低 55.9～35.1 53.2～35.3 54.5～35.2

％ ％ ％

60.8 61.0 60.9

％ ％ ％

39.2 39.0 39.1

％ ％ ％

         最高～最低 46.8～34.9 45.2～35.3 44.7～35.1

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

平均年齢

査定支給分（勤勉相
当）（平均）

人員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

一般
職員

一律支給分
（期末相当）

賞与（平成27年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分
（期末相当）

査定支給分（勤勉相
当）（平均）

年間給与額
最高～最低

千円

10,713～9,619

 4,377～ 3,162
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第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人千円 年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人千円



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　 103.2
・年齢・地域勘案　　　　　　　　 103.7
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 101.8
・年齢・地域・学歴勘案　　　　 103.3

【管理職割合】 （機構）32.4%　 （国家公務員） 16.1%

平成27年度対国指数対象職員 247人
うち管理職員数  80人

【大卒者割合】 （機構）76.5%　　　 （国家公務員） 54.7%

 平成27年度対国指数対象職員 247人

                              　                      うち大卒者数 189人

（機構）79.8.% （国家公務員） 74.9%

 平成27年度対国指数対象職員 247人

 うち地域手当支給者数 197人

　　【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合】　71.1％

・ 国からの財政支出額　 10,585百万円

・ 支出予算の総額　 14,899百万円 （平成27年度予算）

　　【累積欠損額】 0円（平成26年度決算）

　　【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】　 17.8％

・ 給与、報酬等支給総額 2,505百万円

・ 支出総額 14,102百万円 （平成27年度決算）

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

【今後講ずる措置】

　・今後も、引き続き、国に準じた適正な給与水準の維持を図るよう取組む。

対国家公務員
指数の状況

　給与水準の妥当性の
　検証

項目 内容

１．業務の実施に当たっては、必要最小限の人員配置で対応するため、管理職自らプレイングマ
ネージャーとして現場業務を行っているが、全国同一水準のサービスの機会を確実に提供し、サー
ビス受給者との時間的・距離的な隔たりを小さくすることが必要との理念のもと、全国に５０支所を設
置して業務を行っている結果、管理職員の割合が国と比較して高いこと。

２．業務遂行上、高度な知見及び専門性が必要であるため、職員採用は大卒者に限定している結
果、大学卒業者の割合が国と比較して高いこと。

３．サービス利用者（自動車運送事業者）が都市部に集中していることから、効率的に業務を遂行す
る上で、地域手当の支給対象となる都市部に勤務する職員の割合が国と比較して高いこと。

 【地域手当支給対象者割合】

（注）国家公務員における数値は、人事院が公表している「平成27年国家公務員給与実態調査」
中、行政職俸給表（一）適用職員（管理職割合については６級以上）に係るデータに基づいたもの
である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　当機構は自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対する指導及び講
習、自動車事故による被害者に対しその身体的又は財産的被害の回復に資する支援等
を行うことにより、自動車事故の発生の防止に資する業務などを行っている。
　その報酬水準についてはⅡ-１-①で記載したとおり、国家公務員の給与水準を考慮し
ているが、２の結果は①の考え方を踏まえて国家公務員の給与水準に則した給与実績と
なっており妥当である。

　当法人の業務目的は、自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対す
る指導及び講習、自動車事故による被害者に対しその身体的又は財産的被害の回復に
資する支援等を行うことにより、自動車事故の発生の防止に資するとともに、被害者の保
護を増進することである。
　その業務内容に鑑みれば、Ⅱ-１-①に示された給与水準の設定の考え方は、国家公
務員の水準を踏まえて定められており、適当である。
　また、Ⅱ-２の給与実績は給与水準の設定の考え方に即しており、法人の検証結果は
適当である。

【検証結果】

　・新規職員の積極的な採用による新陳代謝の効果により、さらなる給与水準の引き下げ
が図られるように取組む。講ずる措置



４　モデル給与

○22歳（大卒初任給、独身）

　月額　211,841円　　年間給与　3,129,376円

○35歳（本部チーフ、配偶者・子１人）

　月額　377,432円　　年間給与　6,092,741円

○45歳（本部アシスタントマネージャー、配偶者・子２人）

　月額　498,124円　　年間給与　8,037,793円

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

１）給与、報酬等支給総額の対前年度比  0.4%増

２）最広義人件費の対前年度比  1.5%増

　・上記の措置に伴い影響を受ける福利厚生費が増した。

① 退職日が平成25年4月1日～平成25年9月30日　 　 98/100
※職員は、退職日が平成25年6月30日から適用

② 退職日が平成25年10月１日～平成26年6月30日 　 92/100
③ 退職日が平成26年7月1日～　　　　　　　　　　 　　    87/100

253,234

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標期間の
　　 開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を記載する。

最広義人件費
3,550,6133,498,362

福利厚生費
374,951386,708 424,347405,064

　・一般職の職員の給与法の一部改正等を踏まえ、職員の俸給表を平均0.4%の引上げ及び地域手当の支給割合の引
上げを一部実施するとともに、平成27年12月に支給する役職員の賞与を0.1月分引き上げた。

３）「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年８月７日閣議決定）に基づき、平成25年度から
以下の措置を講じている。

　・平成25年４月１日以降に退職する役職員について、国家公務員に準じた調整率を設定し、退職手当支給水準の引
下げを実施。

　・一般職の職員の給与法の一部改正等を踏まえ、職員の俸給表を平均0.4%の引上げ及び地域手当の支給割合の引
上げを一部実施するとともに、平成27年12月に支給する役職員の賞与を0.1月分引き上げた。

344,115

　・臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号）に基づく国家公務員の給与の見直しに関連した給与削減措置（平成
24年度～平成25年度）が終了した。

　・臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号）に基づく国家公務員の給与の見直しに関連した給与削減措置（平成
24年度～平成25年度）が終了した。

区　　分

給与、報酬等支給総額
2,504,8742,276,1822,344,947 2,459,949

3,406,765 3,246,830

263,273

退職手当支給額

非常勤役職員等給与

253,661341,952

342,036333,158 358,119

当法人においては、平成19年から勤務評価制度を導入しており、職員の能力・実績を適正に評価し、昇給・昇
格及び勤勉手当の支給に際して、職員の勤務成績等を考慮することとしており、引き続き実施していく。



Ⅳ　その他

・一般職の職員の給与法の一部改正等による国家公務員の給与制度の総合的見直しを踏まえ、地域手当の支給地域
及び支給割合の引上げ等の給与制度の総合的見直しを実施した(平成28年４月１日適用）。

・第三期中期計画において、平成２８年度末までに年齢勘案のラスパイレス指数を100.0以下にすることとしており、引き
続き、国家公務員に準じて適正な給与水準となるように取り組む。

・新規職員の積極的な採用による新陳代謝の効果により、さらなる給与水準の引下げが図られるように取り組む。


